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2026年9月28日
広域系統整備委員会事務局

第104回 広域系統整備委員会
資料２

本四連系線及び阿南紀北直流幹線の更新について

（報告）



1本日の内容

◼ 既設の地域間連系線は、経年や利用状況の変化による劣化が進み、大規模な更新の必要性が生
じていることから、第99回本委員会（2026年3月30日）では地域間連系線の更新に係る方針を
示した。

◼ この中で、本四連系線と阿南紀北直流幹線の更新は、送電容量の維持を基本としつつ、広域系統
整備に関する長期展望レビューを踏まえて、増容量の可能性等も含めて検討することしていた。

◼ 本日は、これらの設備の更新に向けた検討状況を報告する。



2参考：地域間連系線の更新に係る方針
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3参考：本四連系線（概要）

◼ 中国エリアと四国エリアを連系する本四連系線は、架空線とOFケーブルにより構成されており、OFケーブルは今後
資材やメーカ保守作業員の確保が難しくなると想定されるため、CVケーブルへの更新が必要となる。

◼ OFケーブルには、瀬戸大橋に添架する橋梁区間が存在し、橋梁添架設備が瀬戸大橋の一部に組み込まれており、
ケーブル径の拡大や橋梁内の別位置での施設ができない。また、橋梁添架部の重量制約があるため、ケーブル径
の拡大は重量の変化に伴う橋梁本体の主構造の変更が必要となるため現実的ではない。

東岡山変電所（中国電力ネットワーク）

讃岐変電所（四国電力送配電）

坂出ケーブルヘッド

児島ケーブルヘッド

架空線 105㎞
ケーブル 22㎞
 ［地中 14㎞］
 ［橋梁 8㎞］

電源開発送変電ネットワーク提供

＜OFケーブルの設備仕様＞
線種：2,500㎟OFAZV
回線数：2回線（1回線あたり3条）
亘長：22.132㎞
運用容量（平常時）：1.2GW～1.45GW
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4参考：阿南紀北直流幹線（概要）

◼ 関西エリアと四国エリアを連系する阿南紀北直流幹線は直流ケーブル・架空線と交直変換器により構成されている。

◼ 本四連系線と同様に、ケーブル区間にOFケーブルを用いているため、将来的な資材・メーカ保守作業員の確保の
困難化および直流ケーブルの障害発生頻度も増加していることから、CVケーブルへの更新が必要となる。

◼ なお、CVケーブルへの更新完了の数年後に交直変換器も更新時期を迎えることから、一体的な更新を検討する。

現在の設備仕様

ケーブル

線種：3,000㎟OF
回線数：双極1回線（本線2条・帰線2条）
電圧：250kV（±500kV設計）
亘長：48.9km

架空線
線種：
（本線）810㎟TACSR×4、810㎟NS-TACSR×4
（帰線）610㎟TACSR×2、610㎟NS-TACSR×2

紀北変換所
阿南変換所

設備容量：1,400MW（700MW×2）
変換器形式：他励式

由良開閉所 直流GIS
阿南側渚人孔 由良側渚人孔

関西電力送配電提供
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5長期展望レビューにおける四国本州間の連系線潮流状況

◼ 本機関は阿南紀北直流幹線の適切な更新容量を定めることを主な目的として検討を進めている。

◼ こうした中で、長期展望レビューにおける四国本州間の連系線潮流について、阿南紀北直流幹線の増
強を行わない場合に将来の混雑が想定されており、阿南紀北直流幹線の更新容量は、現状の
1.4GW以上に増容量する可能性も考えられる。

◼ このため、詳細な工事費・工期の検討を行ったうえで、適切な更新容量の検討を進めることとする。

第104回広域系統整備委員会
2026年9月28日 資料１より抜粋・赤枠追記

四国本州間の連系線潮流状況（2050年）

連系線潮流の横軸は、8760時間分の潮流を昇順に並べたもの



6検討の進め方

◼ 更新容量含めた更新方針を検討するために、工事費・工期を算定するにあたり、以下の点を考慮する
必要がある。

✓ 本四連系線と阿南紀北直流幹線の更新工事において、両連系線を同時に停止することが必要とな
る場合、四国エリアの供給信頼度が低下することから、両連系線の工事工程の協調を図ること

✓ 既設設備の経年状況を踏まえて適切な更新範囲を設定すること

✓ 橋梁区間の構造上の制約等が更新工事に与える影響を考慮すること

◼ こうした中、既設設備の建設及び保守運営実績がある関西電力送配電、四国電力送配電、電源開
発送変電ネットワークにおいても技術的な検討を行っている。3社における検討と並行して、本機関の検
討精度を高める観点で３社から協力を受け、検討を進めることとする※。

本四連系線 阿南紀北直流幹線

検討状況

•橋梁区間の構造上の制約から容量変更が難しいため、既
設容量での更新を前提として検討中

•既設設備と同ルートを前提とし、長期展望レビューを踏まえ、
同容量の1.4GWに加えて増容量2GWも検討中。
•検討結果を踏まえて適切な容量を決定する。

検討期間
など

•検討期間は３か月目途とする
•検討にあたり、既設設備の建設及び保守運営実績がある電
源開発送変電ネットワークに協力を受けることとする

•検討期間は３か月目途とする。
•検討にあたり、既設設備の建設及び保守運営実績がある関
西電力送配電、四国電力送配電、電源開発送変電ネット
ワークに協力を受けることとする

※適切な更新容量を定めるために技術検討を進めており、技術検討に協力する既設設備の所有者を工事実施者とするものではなく、検討結果の内容で工事
を進めることを決めるものではない。



7技術検討の内容

◼ 本機関が更新容量を判断するため、以下の項目について３社から協力を受ける。

■技術検討項目

1. 対策工事の概要（対策工事全体の工事概要、総工事費、工期、概略ルート）
2. 各対策工事件名の概要（系統安定化装置新設、給電システム改修等を含む）
3. 各対策工事件名の工事費・工期・運転維持費
4. 設備仕様の選定理由
5. 系統解析結果（潮流図、同期安定性等）
6. 対策の効果
7. 工事における課題等



8阿南紀北直流幹線の増強時の容量選定について

高経年化設備更新ガイドラインより抜粋

◼ 今回の技術検討にあたって、以下を踏まえ、阿南紀北直流幹線の増強時の容量は2GWとする。

✓ 高経年化設備更新ガイドラインにおける鉄塔の標準期待年数は120年であり、今回の更新では既
設の直流架空送電線の鉄塔を流用する想定である。既設架空送電線は500kV設計であることか
ら、流用を前提とした上限電圧は500kVとなる。

✓ 500kV級の海底直流CVケーブルについて送電容量は、双極構成（本線2条、帰線1条）で
2GW程度となる。

✓ 2GWを超えて増容量する場合にはCVケーブル条数の増加に伴う工事費の増嵩が想定される。



9今後の進め方

◼ 本四連系線及び阿南紀北直流幹線の技術検討結果を踏まえた更新の進め方については、既設の地
域間連系線の更新・維持費用の負担方法に関する協議状況も踏まえて別途お示しする。

第99回広域系統整備委員会
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